














第 5章 裁判所の もとでの公開および秩序等 について
第 6章 情報および訴訟書類の登録について



































































第 53章 直接に取 り上げられる事件について
















特則 (上訴関係 を除 く)-｣神奈川大学法学研究所研究年報 15号
(1996)､｢訳注スウェーデン訴訟手続法 (1)一民事訴訟法 ･刑事訴訟法



























































5 三人称に ｢彼 (ham)｣と ｢彼または彼女 (hanelerhon)｣が混在 して
いるが､後者は最近の改正法文の用語である｡スウェーデンの法文は改
正の際に立法当初の用語 ･表現との統一を図ることはしていない｡訳請
不統一の誇 りを受けることを予想 しつつ､原文のとおりに訳 した｡1を参
照｡
6 法文中の ( )は原文のもの､〔 〕は訳者による加入である｡
































(735) 新訳 ･スウェーデン訴訟手続法 (民事訴訟法･刑事訴訟法)- (1) 9
判官によって構成されなければならない｡(1989:656)


























10 神奈Jl儒 学第40巻第2号 2007年 (734)










































第 7条 削除 (1990:443)









12 神奈川法学第40巻第2号 2007年 (732)
あった者｡
本口頭弁論が開始された後に裁判所構成員の 1人または複数に支障が
生ずるときは､裁判機関の構成について第 3条 b第 1項第2文の規定を
適用する｡ただし､裁判所は参審員の数よりも多数の法律専門家の裁判
官によって構成されてはならない｡(1997:391)
第 9条 削除 (2000:172)
第 10条 削除 (1975:502)






















































































































































































第 2条 第 1章第2条､第2章第3条または第 3章第4条第 1項に係る
裁判官は政府によって任命される (utnams)｡(1991:1819)












































第 7条 a 参審貝は彼または彼女がその職務を遂行するのに必要な限皮
において雇用関係から解放される権利を有する｡(2006:850)
(723) 新訳 ･スウェーデン訴訟手続法 (民事訴訟法･刑事訴訟法)- (1) 21

























第 9条 罷免されたまたは辞任 した参審員が依然として被選挙資格を有









































































































合においても､秘密が秘密保護法第 7章第 22条もしくは第 23条､第 8
章第 17条もしくは第9章第 15条 もしくは第 16条に係るものであるか､






























































































































































第 7章 検察官について､および警察制度等内の職員に対する除斥 ･
忌避について (章名は法律 2001:280によりこの文言となる｡)
第 1条 一般検察官は :I
･検事総長および副検事総長､


























(711) 新訳 ･スウェーデン訴訟手続法 (民事訴訟法･刑事訴訟法)- (1) 33











る除斥 ･忌避は検事総長によって審査 される｡検事総長に対する除斥 ･
忌避は彼または彼女によって審査 される｡(2004:1264)
第 7条 検察官制度内に検察官補佐*を置 くことができる｡この者は政府































































第 2条 a ヨーロッパ連合内の他の国において弁護士として公認され､か
つ自国の称号のもとにスウェーデンにおいて継続的に弁護士活動を行う
者は､弁護士会に登録 しなければならない｡
このような弁護士は､第 2条第 6項に述べる要件を充足 しなければな
らない｡(1999:791)










































彼 または彼女が第 2条第 5項または第 6項により弁護士会の会員にな
ることができない事情が生 じたときは､弁護士は直ちに退会する義務を負
う｡弁護士がそうしないときは､理事会は彼または彼女の除名を命 じなけ











た者は､この決定に対 して最高裁判所に上訴することができる｡第 2条 a













第 1項第 1文は､第 2条 aにより登録の義務を負う者についてのみ会
社形態での弁護士活動に関する第 4条第 2項の規定を包含する｡弁護士
会の理事会は､弁護士が公認されている国における権限を有する公的機









(705) 新訳 ,スウェーデン訴訟手続法 (民事訴訟法･刑事訴訟法)- (1) 39
第 9章 刑罰､過料および勾引について (章名は法律 1984:131によ
りこの文言となる｡)
第 1条 悪意をもって (motbattrevetande)民事事件における訴訟手
続を開始し､または起因させた当事者は罰金に処せられる｡(1991:241)















第 1項は､第 5章第 12条に係る副法廷についても適用されなければな
らない｡(2005:683)
第 6条 正当な理由なく裁判所または捜査指揮者の命令により公表 して
はならない事項を漏らした者は､罰金に処せられる｡(1991:241)










第 8条 刑罰が定められているときは､その行為について過料を科 しては
ならない｡国に対 しては過料を科することができない｡(1987:747)
第 9条 若干の場合における集会への過料付 き呼出しに関する本法の規
定は15歳未満の者については適用されない｡15歳以上であるが 18歳に
達せず､かつ監護者またはその他彼または彼女の監護および養育の責め
を負う者の協力なしには出頭することができないと考えられる理由が存す
る者についても､過料を科 してはならない｡
過料が科せられなかった事情は､上記の年少者を新たに呼び出すこと､
または過料付 きの呼出しが問題 となりうるであろう事件の事後の取扱い
の際､その他の点ではこのような措置をとることを妨げない｡
18歳未満の者を集会に呼び出すときは､これに反する特段の理由が存
しないときは監護者またはその他年少者の監護または養育の責めを負う
者に呼出しについて通知 しなければならない｡呼出しを受ける者が被告人
であるときは､その代わ りに､年少犯罪者に関する特則に関する法律
(1964:167)における送達に関する規定が適用される｡(2002:381)
第 10条 ある者が裁判所の集会に勾引されるべきときは､以下に定める
ところから異なる結果にならない限り､彼は直接に集会に出頭するために
